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（１）主な目標と現状

【主な目標】

２００５（平成１７）年度までにダイオキシン類の

排出量を２０００（平成１２）年度比で約４割削減し、

環境保全目標を達成することなどを目標に、事

業者の自主管理の改善による排出抑制を促進し

ます。また、環境リスクの高い化学物質につい

て排出量を削減します。

【計画策定時の状況】

２０００（平成１２）年度の府内でのダイオキシン

類の排出量は、８９.４ｇでした。

【現　状】

平成１９年度におけるダイオキシン類の排出量

は１０.８ｇで、２０００（平成１２）年度比で８７.９％削

減しました。ダイオキシン類の環境濃度は、大

気、海域水質・底質、地下水、土壌については、

環境保全目標を達成していましたが、河川水質

では７５地点中８地点（平成１８年度は７５地点中８

地点）で、河川底質では７５地点中４地点（平成

１８年度は７５地点中２地点）で、それぞれ環境保

全目標を達成していませんでした。

また、平成１８年度におけるＰＲＴＲ法に基づき

集計した府内での化学物質の排出量は、２２,４４８

トンで、全国の４.０％を占めていました。

（２）平成１９年度に講じた施策

①環境リスクの低減・管理

■アスベスト飛散防止対策等の推進【再生】

【環境管理室　内線：５２０１】

中皮腫や肺がんなどの原因となるアスベスト

から府民の健康を守るため、「大阪府アスベスト

対策推進本部」を設置し、全庁的に取組むとと

もに、建築物等の解体・改造・補修に係るアス

ベストの飛散防止を目的とした大気汚染防止法

及び生活環境の保全等に関する条例に基づく立

入検査を行い、徹底した規制指導を実施しまし

た。

特に６月と１２月を「アスベスト飛散防止推進

月間」と位置づけ、解体現場パトロールを実施

するとともに、６月には、関係団体の参画によ

る会議や府民・事業者を対象としたセミナーを

実施するなど、重点的な取組みを行いました。

また、府民のアスベストへの不安を解消する

ため、相談等に対応するとともに、府内の一般

環境におけるアスベストの状況を把握すること

が必要であることから、府内３４地点において大

気中のアスベスト濃度の実態調査を行いました。

（環境関連主要事業（決算額）一覧 ＮＯ.１９０）

図－３５ 解体現場パトロール

【ＰＲＴＲ法（特定化学物質の環境への排出量の把握 
等及び管理の改善の促進に関する法律）】 
有害性のおそれがある化学物質について、事業者の自 
主的な管理を促進し、環境汚染の未然防止を目指した 
法律のこと。一定の業種や要件に該当する事業者が届 
出対象となり、届出の集計と届出対象外の発生源の推 
計により、環境への排出量を算出している。 

第５節　環境リスクの低減・管理

002＿1章～3章の1まで  08.12.19 23:31  ページ 36



－37－

■府有施設におけるアスベスト対策の推進

【公共建築室　内線：４６０６】

アスベストによる健康被害を防ぐため、府有

施設において、使用されている吹付けアスベス

トの除去等対策工事を吹付けアスベスト対策工

事計画に基づき実施するとともに、空気環境測

定等の定期点検を実施しました。

（環境関連主要事業（決算額）一覧 ＮＯ.２７０）

■民間建築物アスベスト対策の促進

【建築指導室　内線：４３２９】

吹付けアスベスト等が使用されている建築物

について、順次、立入検査を実施し、劣化等に

より、衛生上著しく有害となる恐れがあると認

められる場合には、建築基準法に基づき、所有

者等に対して、除去等必要な措置を講じるよう

指導を行いました。（１９年度　立入検査件数 １

５件）

（環境関連主要事業（決算額）一覧 ＮＯ.２７１）

■揮発性有機化合物対策の推進

【環境管理室　内線：３８５４】

光化学スモッグの原因物質の１つである揮発

性有機化合物（ＶＯＣ）の排出抑制対策を進める

ため、平成１９年３月に改正した生活環境の保全

等に関する条例の施行（平成２０年４月）に向け

て、規則等の整備を行うとともに、関係業界、

関係機関に対して改正後の対策内容の周知を行

いました。

（環境関連主要事業（決算額）一覧 ＮＯ.１８５）

■化学物質対策の推進

【環境管理室　内線：３８０８】

化学物質による環境リスクの低減を目指して、

事業者による自主的な取組みを促進するため、

生活環境の保全等に関する条例の改正（平成１９

年３月）に続いて、関係する施行規則を平成２０

年３月に改正し、併せて「大阪府化学物質適正

管理指針」を作成しました。

また、ＰＲＴＲ法に基づき、事業者から化学物

質の排出量等の届出を１,９４７件受付け、国へ送付

するとともに、国がとりまとめたデータを活用

し、地域別・市町村別の集計を行いホームペー

ジなどで公表しました。

さらに、事業者に対して化学物質の排出抑制

のため適正管理の助言等を行うとともに、府民

に対して化学物質への関心を深めてもらうため、

ホームページ等を通じて化学物質の有害性や市

町村ごとの排出量等の情報提供を行いました。

（環境関連主要事業（決算額）一覧 ＮＯ.２６２,２６３）

図－３６ 府内における化学物質排出量（平成１８年度）

■大阪エコ農業総合推進対策事業

【農政室　内線：２７３８】

農薬の使用回数と化学肥料の使用量を府内の

標準の半分以下にして栽培した農産物を「大阪

エコ農産物」として認証する制度の推進などを

通じて、農業による環境への負荷軽減と府民が

求める安心な農産物生産を基本に、農業の持つ

物質循環機能を活かしながら、地域環境の保全

に寄与していく大阪エコ農業を推進しました。

（環境関連主要事業（決算額）一覧 ＮＯ.２２２）

図－３７ エコ農産物栽培の様子
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■ダイオキシン類により汚染された底質の浄化

対策

【河川室　内線：２９５２】

平成１４年度から実施している河川底質のダイ

オキシン類の調査結果により、神崎川や古川な

どで環境基準値を上回る数値が確認されている

ため、その汚染範囲の特定を実施、底質の浄化

方法について検討し、可及的速やかな対策を講

じています。

（環境関連主要事業（決算額）一覧 ＮＯ.４０２）

②環境保健対策及び公害紛争処理

■石綿健康被害救済促進事業【新規】

【環境管理室　内線：５２０１】

アスベスト健康被害者の救済のため、平成１８

年２月に制定された「石綿による健康被害の救

済に関する法律」に基づき、（独）環境再生保全

機構に創設された石綿健康被害救済基金に対し、

国・他都道府県・事業者とともに拠出しました。

（環境関連主要事業（決算額）一覧 ＮＯ.２８２）
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